
Ⅱ 平成２１年度普通会計財務書類について 

１ 貸借対照表の分析 

（１）資産の部 

① 公共資産 

ア．有形固定資産 

公共資産における有形固定資産の行政目的別構成割合を見ることで、 インフラ資本等の 

整備状況を把握することができます。 

本市は、生活インフラ・国土保全が５４１億５千万円（構成比６０．９％）と全体に占 

める割合が非常に高くなっています。これは、港湾整備事業や道路整備事業などのインフ 

ラ整備を行ってきたためです。続いて、教育が２１０億４千万円（同２３．７％）、産業 

振興４０億３千万円（同４．５％）となっており、学校や体育施設などの教育文化施設や 

農林漁業施設・観光施設などの整備に投資してきたことがわかります。 

（単位：千円） 

有形固定資産 金額 構成比 

生活インフラ・国土保全 54,146,510 60.9％ 

教育 21,036,830 23.7％ 

福祉 2,558,335 2.9％ 

環境衛生 2,994,991 3.4％ 

産業振興 4,034,677 4.5％ 

消防 37,158 0.0％ 

総務 4,078,581 4.6％ 

合計 88,887,082 100.0％ 

イ．売却可能資産 

平成２１年度の売却可能資産は、約１億２千万円です。本市では、売却可能資産の段階 

的な整備を行っており、 本年度は貸借対照表基準日時点で売却予定とされている公共資産 

を計上しています。 

② 投資等 

ア．投資及び出資金 

投資及び出資金は、９１億８千万円で資産全体の８．９％となっています。病院事業へ 

の出資金が６９億３千万円、水道事業１７億円と投資及び出資金の９４．１％を占めてい 

ます。 

なお、平成２１年度に第三セクターの解散整理等を行なったことにより、㈱稚内市水産 

公社の５千万円、㈱稚内シーポートプラザの１０億８千万円が前年度より減少しています。 
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イ．投資損失引当金 

投資損失引当金には、連結対象団体に対する出資金等のうち、将来回収できないと見込 

まれる損失金額を計上しますが、平成２１年度に㈱稚内市水産公社、㈱稚内シーポートプ 

ラザの解散整理等を行なったことにより、引当金の計上はしていません。 

ウ．貸付金 

貸付金は、 １０億９千万円で資産全体の１． １％となっています。 貸付金の主なものは、 

稚内市市街地再開発事業貸付金、地域総合整備資金貸付金、水道事業貸付金です。 

エ．基金等 

基金等は、１９億７千万円で資産全体の１．９％となっています。その他特定目的基金 

の主なものは、地域経済活性化対策基金で１２億６千万円となっています。その他定額運 

用基金には、稚内市奨学基金のうち貸付金を除く現金のみを計上しています。 

オ．長期延滞債権 

長期延滞債権は、 ３億８千万円で資産全体の０． ４％となっています。 その主なものは、 

市税が２億７千万円、公営住宅使用料が３千万円、土地貸付料２千万円となっています。 

カ．回収不能見込額 

回収不能見込額は、１億６千万円で長期延滞債権全体の４２．７％となっています。そ 

のうち、１億４千万円が市税です。回収不能見込額は、過去５年間の不納欠損実績率で算 

定しています。 

今後も更なる滞納整理を進め、 回収不能見込を下回るような徴収努力を続けていく必要 

があります。 

③ 流動資産 

ア．現金預金 

現金預金は、１０億９千万円で資産全体の１．１％となっています。そのうち、財政調 

整基金及び減債基金を合わせて、９億２千万円となっています。今後は、年度間の財源調 

整のための基金を増やしていくことが必要です。 

イ．未収金／回収不能見込額 

未収金は、１８億８千万円で資産全体の１．８％です。未収金は、市税が１億円、その 

他が１７億８千万円ですが、 市税の５千１百万円とその他の１７億１千万円を回収不能見 

込額（算出方法は、長期延滞債権の回収不能見込額と同様）として差し引いています。 

なお、平成２１年度は㈱稚内シーポートプラザへの損失補償の実行に伴い発生した、貸 

付債権１７億６千万円を未収金計上し、 回収不能見込額を１７億１千万円としたことによ 

り大幅に増加しています。 

この未収金を長期延滞債権とせずに現金資産とすることが重要となります。 
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（２）負債の部 

① 固定負債 

ア．地方債 

翌々年度以降に償還する地方債は、２５９億２千万円で負債・純資産全体の２５．２％ 

です。翌年度償還予定地方債を含めた地方債全体では、平成２１年度に４２億８千万円借 

入し、２９億７千万円返済したので地方債残高は１３億１千万円増加しています。 

これは、㈱稚内シーポートプラザの損失補償の実行に伴う、第三セクター等改革推進債 

を１７億６千万円借り入れたことに伴う増加です。 

イ．長期未払金 

長期未払金は、１８億６千万円で全体の１．８％となっています。ＰＦＩ事業として実 

施した廃棄物最終処分の建設費及び社団法人宗谷畜産開発公社の解散に伴う損失補償実 

行額のうち翌々年度以降の返済額を計上しています。 

ウ．退職手当引当金 

退職手当引当金は、４０億２千万円で全体の３．９％となっています。稚内市は退職手 

当目的基金を持っていないことから、 将来の税収などで退職手当を賄わなければなりませ 

ん。平成１８年度からは、将来の人件費の削減計画による退職手当債を借入し、単年度に 

負担する退職手当の平準化を図っています。 

エ．損失補償等引当金 

損失補償等引当金は、１億円で全体の０．１％となっています。これは稚内市大学修学 

資金貸付金の損失補償見込額を計上しており、 財政健全化判断比率の将来負担額として算 

定している金額です。 

② 流動負債 

ア．翌年度償還予定地方債 

翌年度償還予定地方債は、３０億３千万円で全体の２．９％となっています。 

イ．未払金 

翌年度返済予定未払金は、２億１千万円で全体の０．２％となっています。 

ウ．翌年度支払予定退職手当 

翌年度に支払いが必要と見込まれる退職手当は、２億円で全体の０．２％となっていま 

す。 

エ．賞与引当金 

賞与引当金は、翌年度の６月に支給される賞与のうち平成２１年度負担相当額である 

１億６千万円で全体の０．２％となっています。 
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（３）純資産の部 

① 公共資産等整備国道補助金等 

資産整備などの財源として国や北海道から補助を受けた金額を計上しています。 

２３９億８千万円で全体の２３．４％となっています。 

② 公共資産等整備一般財源等 

資産整備などの財源のうち、国道補助金等と建設地方債を除いたものです。 

この額は、６０６億９千万円で全体の５９．１％となっています。 

③ その他一般財源等 

公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額で、マイナス 

１７５億１千万円となっています。 これは翌年度以降自由に使えるお金が既に拘束されてい 

ることになります。具体的には、資産形成につながらない負債（退職手当引当金や臨時財政 

対策債・減税補てん債・第三セクター等改革推進債などの赤字債）に対して、それらの支出 

に対する備えが蓄えられていないことを表しており、 多くの自治体がマイナスになると考え 

られています。臨時財政対策債や減税補てん債は地方債ではありますが、地方交付税の代替 

措置として発行が認められているものであり、 地方交付税が償還財源として保障されていま 

す。将来交付される見込み金額については、貸借対照表に注記しています。このマイナス額 

と注記額を比較して検討することが必要となります。 

④ 資産評価差額 

資産評価差額は、 ６百万円で有価証券の取得価額と時価評価価額との差額を計上していま 

す。 

借方 

【公共資産の部】 

0 円 

【負債の部】 

地方債 

85 億 6 千万円 

貸方 

【純資産の部】 

その他一般財源等 

△85 億 6 千万円 

借方 

【公共資産の部】 

0 円 

【負債の部】 

退職手当引当金 

42 億 2 千万円 

貸方 

【純資産の部】 

その他一般財源等 

△42 億 2 千万円 

（例１） 

臨時財政対策債、減税補てん債、臨 

時税収補てん債を借りて、経常的支 

出に充当した。 

（例２） 

退職手当引当金及び翌年度支払予定 

退職手当を計上した。 
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性質別行政コストの内訳 

物にかかるコスト 
6,853,293千円 

36.3％ 

移転支出的なコスト 

8,570,767千円 
45.4％ 

その他コスト 
540,881千円 

2.9％ 

人にかかるコスト 
2,916,089千円 

15.4％ 

２ 行政コスト計算書の分析 

（１）経常行政コスト 

① 性質別行政コスト 

性質別行政コストのうち、最も比率が高いのは「移転支出的なコスト」で、社会保障給付 

が２９億６千万円（経常行政コスト全体の１５．７％）、他会計等への支出額が 

２０億８千万円（同１１．０％）となっています。社会保障給付は、子ども手当や生活保護 

費等の扶助費であり、 増加傾向にあります。 他会計等への支出額のうちコストが高いものは、 

病院事業会計負担金及び補助金が７億２千万円、後期高齢者医療特別会計繰出金が 

３億６千万円、介護保険事業特別会計繰出金が３億５千万円、国民健康保険事業特別会計繰 

出金が２億７千万円となっています。他会計への繰出金は、医療費の増加などにより年々増 

加する傾向にあります。 

次に比率が高い 「物にかかるコスト」 のうち、 減価償却費が３２億９千万円 （同１７． ４％） 

となっており公共資産へ積極的に投資してきた結果、 減価償却費の全体に占める割合も高く 

なっており負担も大きいものと考えられます。 
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目的別行政コストと経常収益 

140,651 

164,245 

68,490 

54,163 
4,353,838 

4,877,473 

2,677,798 

1,379,865 

1,716,740 

637,738 

2,487,360 

209,337 

512,431 

28,450 

158,532 

36,236 

33,436 

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 

回収不能見込計上額 

支払利息 

議会 

総務 

消防 

産業振興 

環境衛生 

福祉 

教育 

生活インフラ・国土保全 

千円 

経常行政コスト 経常収益 

② 目的別行政コストと経常収益 

目的別行政コストのうち、 最も比率が高いのは、「福祉」 で４８億８千万円 （同２５． ８％） 

となっており、次に生活インフラ・国土保全が４３億５千万円（同２３．１％）、教育が 

２６億８千万円（同１４．２％）となっています。目的別行政コストに充当できる経常収益 

が最も多いのは、福祉で１億６千万円、経常収益の比率が最も高いのは、産業振興で 

１１．５％となっています。 
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３ 純資産変動計算書の分析 

（１）純経常コストと財源 

純経常行政コスト１８０億６千万円に対して、地方税など経常的な一般財源が 

１４７億３千万円、経常的なコストに対する補助金が３９億円であり、一般財源等を入れて 

も５億７千万円のコスト超過となっています。 

① 純経常行政コスト 

経常行政コストから経常収益を除いた純経常コストは、 その他一般財源で賄われますので 

行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額を「その他一般財源等」の欄にマイナス計 

上します。 

② 一般財源 

一般財源には、地方税、地方交付税、その他行政コスト充当財源を計上します。その他行 

政コスト充当財源には、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付 

金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交 

通安全対策特別交付金、財産収入、諸収入等があります。ただし、貸借対照表の項目に充当 

される財源は除いています。 

③ 補助金等受入 

普通建設事業に充当した国・道補助金を公共資産等整備国道補助金等に計上し、それ以外 

の事業のために充当した国・道補助金をその他一般財源等に計上しています。 

④ 臨時損益 

経常的なコストの他に、資産形成につながらない災害復旧事業や公共資産の除売却損益、 

投資損失、損失補償履行確定額及び損失補償引当金繰入などを計上しています。 

平成２１年度は、㈱稚内シーポートプラザ等の解散整理に伴い、出資金の放棄、損失補償 

の実行、またそれに伴う貸付債権及び回収不能見込額の計上をしており、これらによる臨時 

損失は引当金繰入後で１３億１千万円を計上しています。 

⑤ 科目振替 

ア．「公共資産整備、貸付金・出資金等への財源投入」 

これは、使途が特定されていなかった一般財源等が公共資産の整備や貸付金、出資金の 

財源として使用されることになったため、科目を振り替えるものです。公共資産整備に 

１１億円、貸付金・出資金等へ１４億７千万円の一般財源が投入されたことになります。 
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イ．「公共資産処分による財源増、貸付金・出資金等の回収等による財源増」 

これは、公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・出 

資金等の回収により使途が自由な一般財源として回収されたことを表しています。 

公共資産処分はありませんでしたが、貸付金・出資金等の回収により１０億５千万円が 

増加しています。 

ウ．減価償却による財源増 

公共資産を３２億９千万を減価償却したことにより、 その財源として拘束されていた公 

共資産等整備国県補助金等が９億８千万円、 公共資産等整備一般財源等が２３億１千万円 

減少し、その他一般財源等が３２億９千万円増加しています。 

エ．地方債償還等による財源振替 

公共資産等整備の財源として借り入れていた地方債を償還することにより、 公共資産等 

整備一般財源等のうち地方債によって賄われていた部分が一般財源に置き換わることに 

なります。公共資産等整備への財源投入と同様に、償還額をその他一般財源等から公共資 

産等整備一般財源等へ振り替える必要があります。 

２１年度は、 公共資産等整備のための地方債１８億３千万円を一般財源で償還したため、 

これが公共資産等整備一般財源等とへと振り替ええられたことを表しています。 

オ．その他 

その他には、 ＰＦＩ事業で実施した公共資産等整備における施設購入分の割賦払いや未 

収金が回収されないことにより、長期延滞債権に振替わる額について計上しています。 

２１年度は、ＰＦＩ分として１億６千万円、未収金から長期延滞債権３千万円を振り替 

えており、これが公共資産整備等一般財源等となったことを表しています。 

以上の結果、公共資産等整備一般財源等の列をみると、純額で１２億２千万円 

（６０６億９千万円－５９４億７千万円）が公共資産等に投下されたことがわかります。 
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４ 資金収支計算書の分析 

（１）経常的収支の部 

支出で金額が大きいのは、人件費が３１億１千万円、施設の指定管理業務委託料などの物 

件費が２９億２千万円や社会保障給付が２９億６千万円などとなっており、経常的支出は 

１５９億９千万円でした。この中には、補助金等として、㈱稚内シーポートプラザの損失補 

償の実行経費も含まれています。収入のうち金額が大きいのは、地方交付税の 

７７億５千万円、地方税の４５億２千万円、国道補助金等の３６億５千万円となっており、 

かなりの部分を国等に依存していることが分かります。 地方債発行額が２６億９千万円あり 

ますが、 これは臨時財政対策債や団塊の世代の大量退職に伴う退職手当債などの財源対策の 

ための地方債です。また、平成２１年度は支出で計上した損失補償の実行に伴う第三セクタ 

ー等改革推進債が含まれています。経常的収入は、２０９億４千万円で経常的収支差額 

４９億５千万円が公共資産整備や地方債償還などに充てられることになります。 

（２）公共資産整備収支の部 

本市が行う公共資産整備支出は２３億５千万円、 他団体が行う公共資産整備補助金等支出 

は１３億８千万円であり、公共資産整備支出は３７億９千万円でした。収入は、国道補助金 

等が８億９千万円、地方債の発行額が１１億円、受託事業収入などその他収入として、 

５億５千万円であり、収入全体では２５億５千万円でした。この結果、公共資産整備収支の 

額は１２億４千万円の赤字となっております。この赤字の分が経常的収支、すなわち一般財 

源で賄われたことになります。 

（３）投資・財務的収支の部の内訳 

地方債償還の２９億７千万円と貸付金の１２億５千万円が支出の大半を占めており、 全体 

では５３億１千万円となっています。貸付金は、そのほとんどが短期貸付で、年度内に回収 

していますので貸付金収入は９億４千万円となっており、収入全体では、１６億４千万円と 

なっています。投資・財務的収支の額は３６億７千万円の赤字で経常的収支、すなわち一般 

財源で賄われることになります。 

これらにより、平成２１年度１年間で３千万円が増加し、期末の歳計現金残高は 

１億６千８百万円となっています。 
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資産の部 

公共資産 228 万 2 千円 

投資等 31 万 9 千円 

流動資産 3 万 1 千円 

固定負債 81 万 8 千円 

流動負債 9 万 2 千円 

負債計 91 万 0 千円 

負債の部 

純資産計 172 万 2 千円 

資産 263 万 2 千円 

純資産の部 

負債・純資産 263 万 2 千円 

５ 住民一人当たりの財務書類 

（１）住民一人当たりの貸借対照表 

平成２１年度末の住民基本台帳人口で貸借対照表を按分しました。住民一人当たり 

２６３万２千円の資産がありそれに対する負債が９１万円、 純資産が１７２万２千円ありま 

す。 

（平成 22 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳人口：39,005 人） 

（２）住民一人当たりの行政コスト計算書 

平成２１年度末の住民基本台帳人口で行政コスト計算書を按分すると、 住民一人当たりの 

１年間の経常行政コストは、４８万４千円で使用料等の経常収益が２万１千円です。これを 

差引いた純経常コストが住民一人当たり４６万３千円かかっていることになります。 

性質別分類 総額 

１．人にかかるコスト 7 万 5 千円 

２．物にかかるコスト 17 万 5 千円 

３．移転支出的なコスト 22 万 0 千円 

４．その他のコスト 1 万 4 千円 

経常行政コスト 48 万 4 千円 

１．使用料・手数料 1 万 8 千円 

２．分担金・負担金・寄附金 3 千円 

経常収益 2 万 1 千円 

純経常行政コスト 46 万 3 千円 

（平成22年3月31日現在の住民基本台帳人口：39,005人） 
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６ 比率等を用いた財務書類の分析 

（１）資産形成度・・・将来世代に残る資産は？ 

①『資産』（Ｂ／Ｓ） 

普通会計資産額比較 

（単位：千円／％） 

平成20年度 平成21年度 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

公共資産 89,947,304 87.9 89,009,949 86.7 △937,355 △1.0 

有形固定資産 89,824,437 87.8 88,887,082 86.6 △937,355 △1.0 

売却可能資産 122,867 0.1 122,867 0.1 0 0.0 

投資等 11,394,181 11.1 12,452,600 12.1 1,058,419 9.3 

投資及び出資金 8,778,172 8.6 9,177,278 8.9 399,106 4.5 

貸付金 575,754 0.6 1,089,603 1.1 513,849 89.2 

基金等 1,850,756 1.8 1,968,546 1.9 117,790 6.4 

長期延滞債権等 349,188 0.3 379,102 0.4 29,914 8.6 

回収不能見込額 △159,689 △0.2 △161,929 △0.2 △2,240 1.4 

流動資産 1,034,494 1.0 1,208,788 1.2 174,294 16.8 

現金預金 970,719 0.9 1,089,041 1.1 118,322 12.2 

未収金 63,775 0.1 119,747 0.1 55,972 87.8 

資産合計 102,375,979 100.0 102,671,337 100.0 295,358 0.3 

②『住民一人当たり資産額』（Ｂ／Ｓ） 

平成20年度 平成21年度 比較 

住民一人当たり資産額 259万0千円 263万2千円 4万2千円 

※平成21年3月31日現在人口：39,527人／平成22年3月31日現在人口：39,005人 

住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計／住民基本台帳人口 
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平成21年度行政目的別有形固定資産の内訳 

消防 0.0 
産業振興 4.5 

環境衛生 3.4 

総務 4.6 

福祉 2.9 

教育 23.7 

生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全 

60.9 

③『有形固定資産の行政目的別割合』（Ｂ／Ｓ） 

行政目的別有形固定資産額比較 

（単位：千円／％） 

平成20年度 平成21年度 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全 54,207,216 60.3 54,146,510 60.9 △60,706 △0.1 

教育 21,535,608 24.0 21,036,830 23.7 △498,778 △2.3 

福祉 2,688,986 3.0 2,558,335 2.9 △130,651 △4.9 

環境衛生 3,008,897 3.4 2,994,991 3.4 △13,906 △0.5 

産業振興 4,214,212 4.7 4,034,677 4.5 △179,535 △4.3 

消防 38,302 0.0 37,158 0.0 △1,144 △3.0 

総務 4,131,216 4.6 4,078,581 4.6 △52,635 △1.3 

有形固定資産合計 89,824,437 100.0 88,887,082 100.0 △937,355 △1.0 

④『歳入額対資産比率』（Ｂ／Ｓ・Ｃ／Ｆ） 

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、 これまでに形成されたストック 

としての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ることができます。 

平成20年度 平成21年度 比較 

歳入額対資産比率 4.2年分 4.1年分 △0.1年分 

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計（Ｂ／Ｓ）／歳入総額（Ｃ／Ｆ） 
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⑤『資産老朽化比率』（Ｂ／Ｓ） 

有形固定資産のうち、 土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計 

算することにより、 耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを全体として 

把握することができます。比率が高いほど老朽化が進んでいることになります。 

行政目的別資産老朽化比率 

（単位：千円） 

有形固定資産 
有形固定資産 

総額 
土地 

減価償却 

累計額 

資産老朽化 

比率 

生活インフラ・国土保全 54,146,510 5,182,021 34,042,183 41.0％ 

教育 21,036,830 970,029 15,550,196 43.7％ 

福祉 2,558,335 133,792 4,925,950 67.0％ 

環境衛生 2,994,991 299,227 2,823,293 51.2％ 

産業振興 4,034,677 860,327 7,601,260 70.5％ 

消防 37,158 23,425 150,926 91.7％ 

総務 4,078,581 1,427,977 3,825,304 59.1％ 

合 計 88,887,082 8,896,798 68,919,112 46.3％ 

稚内市では、近年、区画整理や道路改良などの生活インフラ・国土保全及び小中学校の整 

備に重点を置いてきたため、これらの老朽化率は４０％代となっています。老朽化率が進ん 

でいる分野は、福祉、産業振興が６５％以上となっています。これらの分野は維持補修費が 

増加していくため施設整備の再検討を行う必要性があるといえます。 

まお、消防については、一部事務組合設立前の昭和４７年以前の資産のみが計上されてい 

ることから、比率が高くなっています。 

資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 
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（２）世代間公平性・・・将来世代と現世代との負担の分担は？ 

①『純資産比率』（Ｂ／Ｓ、ＮＷＭ） 

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行ないます。 

したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味し 

ます。例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費して 

便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に純資産の増加は、現 

世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したものといえます。 

平成20年度 平成21年度 比較 

純資産比率 65.7％ 65.4％ △0.3％ 

②『社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）』（Ｂ／Ｓ） 

社会資本等についての将来の償還等が必要な負債による形成割合 （公共資産等形成充当負債の 

割合）を見ることにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができま 

す。 

※地方債残高には、社会資本等の整備に直接関係しない臨時財政対策債、減税補てん債等は除 

いています。 

※投資等からは公共資産等の整備に充当されないことが明らかな特定目的基金は除いています。 

平成20年度 平成21年度 比較 

将来世代負担比率 22.7％ 21.6％ △1.1％ 

社会資本等形成地方債残高等 22,657,193千円 21,564,289千円 △1,092,904千円 

公共資産等合計 99,794,402千円 99,790,010千円 △4,392千円 

平成21年度の状況 

借方 

公共資産等合計 

997 億 9 千万円 

将来世代の負担 

215 億 6 千万円 

（21.6％） 

貸方 

これまでの世代の負担 

782 億 3 千万円 

（78.4％） 

純資産比率 ＝ 純資産総額／資産総額 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

＝ （地方債残高＋未払金）／（公共資産＋投資等） 
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（３）持続可能性（健全性）・・・どれくらいの借金があるのか？ 

①『負債』（Ｂ／Ｓ） 

普通会計負債額比較 

（単位：千円／％） 

平成20年度 平成21年度 比較 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 伸び率 

固定負債 31,406,779 89.5 31,899,170 89.9 492,391 1.6 

地方債 24,696,608 70.4 25,920,288 73.0 1,223,680 5.0 

長期未払金 2,068,924 5.9 1,856,685 5.3 △212,239 △10.3 

退職手当引当金 4,031,646 11.5 4,021,020 11.3 △10,626 △0.3 

損失補償引当金 609,601 1.7 101,177 0.3 △508,424 △83.4 

流動負債 3,701,412 10.5 3,599,502 10.1 △101,910 △2.8 

翌年度償還予定地方債 2,944,333 8.4 3,027,062 8.5 82,729 2.8 

未払金 212,060 0.6 212,238 0.6 178 0.1 

翌年度支払予定退職手当 367,954 1.0 202,601 0.6 △165,353 △44.9 

賞与引当金 177,065 0.5 157,601 0.4 △19,464 △11.0 

負債合計 35,108,191 100.0 35,498,672 100.0 390,481 1.1 

②『住民一人当たり負債額』（Ｂ／Ｓ） 

平成20年度 平成21年度 比較 

住民一人当たり負債額 88万8千円 91万0千円 2万2千円 

※平成21年3月31日現在人口：39,527人／平成22年3月31日現在人口：39,005人 

③『基礎的財政収支（プライマリーバランス』（Ｃ／Ｆ） 

地方債の元利償還額を除いた歳出と地方債発行収入を除いた歳入のバランスをみるもので、 プ 

ライマリーバランスが均衡している場合には、 経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模 

に対する地方債の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 

平成20年度 平成21年度 比較 

基礎的財政収支 10億3千万円 △6億8千万円 △17億1千円 

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額／住民基本台帳人口 

基礎的財政収支 ＝ 収入総額（繰越金を除く）－地方債発行額－財政調整基金等取崩額 

－支出総額＋地方債償還額＋財政調整基金等積立額 
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（４）効率性・・・行政サービスは効率的に提供されているか？ 

①『住民一人当たり行政コスト』（Ｐ／Ｌ） 

平成20年度 平成21年度 比較 

住民一人当たり行政コスト 45万9千円 46万3千円 4千円 

※平成21年3月31日現在人口：39,527人／平成22年3月31日現在人口：39,005人 

（５）弾力性・・・資産形成を行なう余裕は？ 

①『行政コスト対税収等比率』（ＮＷＭ） 

税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることによって、 当該年度の税収 

等のうち、どれだけが資産形成の伴わない純経常行政コストに消費されたのかが分かります。こ 

の比率が１００％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

※税収等：「一般財源」「補助金等受入（その他一般財源等の列）」「減価償却による財源増 

（公共資産等整備国道補助金等の列の値の絶対値）」の合計額（ＮＷＭ）に臨時財政対策債 

及び減収補てん債（特例分）の当年度発行額を加えた額 

平成20年度 平成21年度 比較 

行政コスト対税収等比率 94.4％ 89.3％ △5.1％ 

純経常行政コスト 18,155,331千円 18,056,122千円 △99,209千円 

税収等 19,231,963千円 20,219,599千円 987,636千円 

（６）自律性・・・受益者負担の水準は？ 

①『受益者負担の割合』（Ｐ／Ｌ） 

行政コスト計算書の「経常収益」は使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額 

ですので、これを「経常行政コスト」と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益 

者負担の割合を算出することができます。 

平成20年度 平成21年度 比較 

受益者負担の割合 4.9％ 4.4％ △0.5％ 
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連 結 地方公共団体全体 

普通会計 

公営事業会計 

地方独立 

行政法人 

一部事務組合 

・広域連合 

地方三公社 第三セクター等 

Ⅲ 平成２１年度連結財務書類について 

１ 連結財務書類とは 

連結財務書類とは、普通会計のほか、地方公共団体を構成するその他の特別会計や、地方公共団 

体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体と 

みなして作成する財務書類のことです。 

地方公共団体の行政サービスは、一般会計を中心とした普通会計だけでなく、多様な会計や関係 

団体によって実施されています。このため、普通会計の財務書類を作成するだけでは、必ずしも行 

政サービス実施主体としての地方公共団体の財務状況の全体像を表すことはできません。そこで、 

地方公共団体と関係団体等を連結して１つの行政サービス実施主体としてとらえ、 公的資金等によ 

って形成された資産の状況、その財源とされた負債・純資産の状況、さらには行政サービス提供に 

要したコストや資金収支の状況などを総合的に明らかにすることが、 連結財務書類の目的といえま 

す。

連結財務書類には、 連結グループという一つの行政サービス実施主体が外部と行った取引により 

発生した資産・負債、行政コスト・収益等のみを計上することになるため、連結対象となる会計・ 

団体・法人間で行われた取引は原則としてすべて相殺消去します。 具体的には資金の出資 （受入）、 

貸付（借入）、返済（回収）、利息の支払（受取）、売上（支払）、繰出（繰入）等の内部取引が 

該当します。ただし、水道料金、下水道使用料、施設使用料等条例で定められているものは除いて 

います。 

連結財務書類の対象となる会計・団体・法人 
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（１）連結の範囲 

平成２１年度連結財務書類の対象会計は以下のとおりです。 

区分 名称 資本金等 出資割合 

普通会計 普通会計 

病院事業会計 

水道事業会計 

臨港用地造成事業会計 

国民健康保険事業会計 

老人保健事業会計 

下水道事業会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

介護サービス事業特別会計 

港湾整備事業特別会計 

公営事業会計 

後期高齢者医療特別会計 

稚内地区消防事務組合 

北海道市町村備荒資金組合 
一部事務組合 

・広域連合 
北海道後期高齢者医療広域連合 

地方三公社 該当なし － － 

稚内振興公社 13,500 千円 96.3％ 

稚内衛生公社 10,000 千円 50.0％ 

稚内市水産公社 0 千円 0.0％ 

稚内シーポートプラザ 0 千円 0.0％ 

第三セクター等 

稚内市体育協会 61,700 千円 66.5％ 

※㈱稚内市水産公社は、平成 21 年度中に解散、㈱稚内シーポートプラザは、整理に伴う出資金 

の放棄をしていますが、連結対象としています。 

また、昨年度まで連結対象としていた、㈱まちづくり稚内については、平成 21 年度中の増資 

により、稚内市の出資割合が 50％未満となったことから連結対象から除外しています。 

－３０－



２ 普通会計貸借対照表と連結貸借対照表との比較 

（単位：千円／％） 

普通会計貸借対照表 連結貸借対照表 

金額 構成比 金額 構成比 
連単倍率 

１．公共資産 

(1) 有形固定資産 

(2) 無形固定資産 

(3) 売却可能資産 

89,009,949 

88,887,082 

122,867 

86.7 

86.6 

0.1 

127,440,655 

127,310,529 

7,259 

122,867 

93.2 

93.1 

0.0 

0.1 

1.4 

1.4 

皆増 

1.0 

２．投資等 

(1) 投資及び出資金 

(2) 貸付金 

(3) 基金等 

(4) 長期延滞債権 

(5) その他 

(6) 回収不能見込額 

12,452,600 

9,177,278 

1,089,603 

1,968,546 

379,102 

△161,929 

12.1 

8.9 

1.1 

1.9 

0.4 

△0.2 

5,371,112 

487,295 

1,102,709 

3,267,140 

936,893

13 

△422,938 

4.0 

0.4 

0.8 

2.4 

0.7 

0.0 

△0.3 

0.4 

0.1 

1.0 

1.7 

2.5 

皆増 

2.6 

３．流動資産 

(1) 現金預金 

(2) 未収金 

(3) 販売用不動産 

(4) その他 

(5) 回収不能見込額 

1,208,788 

1,089,041 

1,882,858 

△1,763,111 

1.2 

1.1 

1.8 

△1.7 

3,849,659 

2,505,083 

1,326,562 

17,932 

129,964 

△129,882 

2.8 

1.8 

1.0 

0.0 

0.1 

△0.1 

3.2 

2.3 

0.7 

皆増 

皆増 

0.1 

４．繰延勘定 40,071 0.0 皆増 

資産合計 102,671,337 100.0 136,701,497 100.0 1.3 

１．固定負債 

(1) 地方債／企業債等 

(2) 長期未払金 

(3) 引当金 

(4) その他 

31,899,170 

25,920,288 

1,856,685 

4,122,197 

31.1 

25.3 

1.8 

4.0 

46,933,188 

39,491,129 

1,856,685 

5,582,164 

3,210 

34.3 

28.9 

1.3 

4.1 

0.0 

1.5 

1.5 

1.0 

1.4 

皆増 

２．流動負債 

(1) 翌年度償還予定地方債 

(2) 短期借入金 

(3) 未払金 

(4) 翌年度支払予定退職手当 

(5) 賞与引当金 

(6) その他 

3,599,502 

3,027,062 

212,238 

202,601 

157,601 

3.5 

2.9 

0.2 

0.2 

0.2 

5,883,148 

4,509,205 

0 

678,026 

300,312 

200,581 

195,024 

4.3 

3.3 

0.0 

0.5 

0.2 

0.2 

0.1 

1.6 

1.5 

皆増 

3.2 

1.5 

1.3 

皆増 

負債合計 35,498,672 34.6 52,816,336 38.6 1.5 

純資産 67,172,665 65.4 83,885,161 61.4 1.2 

負債・純資産合計 102,671,337 100.0 136,701,497 100.0 1.3 

－３１－



普通会計貸借対照表と連結貸借対照表を比較すると、資産合計は普通会計が 

１，０２６億７千万円に対し連結では、１，３６７億円と３４０億３千万円多くなっています（普 

通会計決算書と連結決算書を比較する連単倍率の概念を用いると連単倍率１．３倍）。内訳を見ま 

すと、普通会計の公共資産８９０億１千万円に対し、連結では１，２７４億４千万円（連単倍率 

１．４倍）となっています。これは、連結の有形固定資産では、下水道事業の 

１７５億１千万円や水道事業の１３３億７千万円、 病院事業の５３億２千万円が計上されているこ 

となどによるものです。 

負債の部では、地方債（企業債等を含む。）が普通会計２５９億２千万円に対して、連結では、 

３９４億９千万円と１３５億７千万円増となっています（連単倍率１．５倍）。これは、下水道事 

業の９２億４千万円や病院事業の２１億８千万円、 水道事業の１４億７千万円が計上されたためで 

す。

また、資産合計に対する負債比率は、普通会計が３４．６％であるのに対し、連結では３８.６％ 

と高くなっています。 

－３２－



３ 普通会計行政コスト計算書と連結行政コスト計算書の比較 

（単位：千円／％） 

普通会計行政コスト 連結行政コスト 

金額 構成比 金額 構成比 
連単倍率 

１．人にかかるコスト 

(1) 人件費 

(2) 退職手当引当金繰入等 

(3) 賞与引当金繰入額 

2,916,089 

2,490,270 

268,218 

157,601 

15.4 

13.2 

1.4 

0.8 

7,410,796 

6,714,834 

495,381 

200,581 

20.2 

18.3 

1.4 

0.5 

2.5 

2.7 

1.8 

1.3 

２．物にかかるコスト 

(1) 物件費 

(2) 維持補修碑 

(3) 減価償却費 

6,853,293 

2,924,620 

635,176 

3,293,497 

36.3 

15.5 

3.4 

17.4 

12,453,033 

6,522,445 

1,020,712 

4,909,876 

33.9 

17.7 

2.8 

13.4 

1.8 

2.2 

1.6 

1.5 

３．移転支出的なコスト 

(1) 社会保障給付 

(2) 補助金等 

(3) 他会計等への支出額 

(4) 他団体への公共資産 

整備補助金等 

8,570,767 

2,962,117 

2,161,741 

2,077,472 

1,369,437 

45.4 

15.7 

11.4 

11.0 

7.3 

15,550,112 

11,326,132 

2,854,543 

0 

1,369,437 

42.3 

30.8 

7.8 

0.0 

3.7 

1.8 

3.8 

1.3 

皆減 

1.0 

４．その他のコスト 

(1) 支払利息等 

(2) 回収不能見込計上額 

(3) その他行政コスト 

540,881 

512,431 

28,450 

2.9 

2.7 

0.2 

1,341,126 

924,545 

83,740 

332,841 

3.6 

2.5 

0.2 

0.9 

2.5 

1.8 

2.9 

皆増 

経常行政コスト Ａ 18,881,030 100.0 36,755,067 100.0 1.9 

１．使用料・手数料 

２．分担金・負担金・寄附金 

３．保険料 

４．事業収益 

５．その他特定行政サービス 

収入 

712,479 

112,429 

714,036 

2,419,280 

1,648,732 

8,358,085 

164,524 

1.0 

21.5 

皆増 

皆増 

皆増 

経常収益 Ｂ 824,908 13,304,657 16.1 

Ｂ／Ａ 4.4％ 36.2％ 

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 18,056,122 23,450,410 1.3 

－３３－



普通会計行政コスト計算書と連結行政コスト計算書を比較すると、純行政コストは普通会計が 

１８０億６千万円に対し連結が２３４億５千万円と５３億９千万円多くなっています（連単倍率 

１．３倍）。内訳を見ますと、人にかかるコストが普通会計２９億２千万円に対し、連結では 

７４億１千万円（連単倍率２．５倍）、物にかかるコストが普通会計６８億５千万円に対し、連結 

では１２４億５千万円（連単倍率１．８倍）、移転支出的なコストが普通会計８５億７千万円に対 

し、連結では１５５億５千万円（連単倍率１．８倍）、その他のコストが普通会計５億４千万円に 

対し、連結では１３億４千万円（連単倍率２．５倍）となっています。 

経常収益の部は、普通会計８億２千万円に対し、連結では１３３億円と１２４億８千万円（連単 

倍率１６．１倍）と多くなっています。受益者負担比率をみると普通会計が４．４％であるのに対 

し、連結では３６．２％と高くなっています。これは、特別会計・公営企業会計が原則受益者負担 

で賄われているからです。 

－３４－


